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（１）物資の供給
１月９日の奥能登行政センターを皮切りに、奥能登・中能登

地域の職場のニーズをふまえ、水や食料、マスク、カイロ、
除菌シート、歯磨き、紙容器、ポリタンク、まくら、
マットレス等の物資を供給した。

（２）洗濯斡旋
断水により洗濯できない組合員のために、日本海綿業と

連携し、１月16日から毎週火・金曜日に奥能登・中能登
地域の職場で勤務する組合員の洗濯斡旋を実施(～3月末)

（３）食事斡旋
奥能登行政センターで寝泊りしながら勤務する職員が多数いることや、センター

内の食堂が営業停止していることをふまえ、１月26日から能登連協書記局内に冷凍
食品を置いて、組合員に食事斡旋販売を実施 11



１．これまでの支援の取り組み
（４）リフレッシュ促進

スポーツジム「エイム」の利用について、利用可能者を拡大し、
心身のリフレッシュを促進

対象：全組合員
※応援に来ていただいている他の自治体職員等を含め対象拡大

料金：630円／回
※トレーニングはもちろん、入浴のみの利用も可能

（５）メンタルヘルス対策
自治労本部が東日本大震災や熊本地震災害の際に作成した、「惨事ス

トレスとメンタルケア 災害支援参加のあなたへの必読書」、「1000
時間後のあなたへの必読書」を県職労ＨＰに掲載。
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１．これまでの支援の取り組み

（６）災害ボランティアの派遣

自治労石川県本部の要請に基づき、
役職員を派遣。

（７）じちろう共済の対応について

運搬作業の様子 ボランティア参加者

○地震による保障内容について（総合共済基本型）

共済種目 給付条件 給付内容

総合共済

基本型

被共済者の居住している建物(付属設備*を含む)に地震を直接または間接の原因とする焼失、

損壊等により建物に損害が生じ、その損害の額が20万円超となる場合

*付属設備…ベランダ､テラス､エアコン､太陽光設備､エコキュートなど

住宅災害見舞金

一部壊： 5,000円

半 壊：25,000円

大規模半壊：30,000円

全 壊：50,000円
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１．これまでの支援の取り組み
（８）災害特別カンパの取り組み

被災した組合員への被災者支援として災害特別カンパの取組みを実施。
①実施方法

カンパ対象：全組合員
実 施 時 期：2024年３月４日～３月28日（3/29集約）
拠 出 先：自治労石川県本部

②カンパの拠出について
石川県含む全国から集まったカンパの拠出先及び配分については、

今後自治労本部で決定する。

（９）他県職労からの見舞金
他県職労からの見舞金については、奥能登・中能登地域の職場に物資

供給を実施。
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２．人事当局・人事委員会に対して

(１)「能登半島地震対応に関する申し入れ」、「人事に関する申し入れ」

１月12日、震災対応にあたる組合員を守るため、
・「能登半島地震対応に関する申し入れ」
・「人事に関する申し入れ」 を実施した。

【主な項目】

①職員が安心して業務にあたれるよう、組合と連携・協力し取り組むこと

②震災対応を行う職員の健康状態について十分考慮し、
特定の職員に過度な負担とならないようにすること

③震災対応を行う職員へのメンタルヘルス対策を実施すること

15



２．人事当局・人事委員会に対して

(２) 3/8人事当局に対して、要求書を提出

・能登半島地震への対応について、

特定の職員に過度な負担とならないことや

復旧・復興業務に必要な人員の確保を要求

・賃金、労働条件について、今後も労使の協議、交渉により決定することを確認

(３) 3/19人事委員会に対して、要求書を提出
能登半島地震発災以降、職員の負担が増加

長時間労働の是正や休暇の取得促進を図るため
「労働基準監督機関」としての権限を行使することを要求
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３．課題への対応状況
（４）手当関係

能登半島地震対応に伴う特殊現場作業手当の対象が拡大

○特殊現場作業手当（災害関連）の手当額

能登半島地震

発生以前
現行

通常時 通常時 通常時 大規模災害

ⅰ．公共土木施設における巡回監視 710円/日 710円/日 710円/日
1,080円/日

（増額）

ⅱ．公共土木施設における応急作業等 1,080円/日 1,080円/日 1,080円/日 1,080円/日

ⅲ．避難所の運営その他これに類する作業
710円/日

（新設）
710円/日

1,080円/日

（増額）

ⅳ．罹災証明にかかる家屋の調査その他これ

に類する作業

710円/日

（新設）
710円/日

1,080円/日

（増額）

ⅴ．保健医療活動チームその他これに類する

重大な災害時に派遣されるチームの業務とし

て従事する作業

710円/日

（新設）
710円/日

1,080円/日

（増額）

※１月１日に遡って支給

今回改正案

６月議会区分
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１．ポイントは？

2024賃金確定闘争（現業統一闘争）は、

① 賃金水準の改善

③ 新規採用も含めた人員確保

を最重点課題として、取り組みました。

２０２４賃金確定闘争（現業統一闘争）について

202４賃金確定闘争勝利に向けて意思統一をはかるため、可能な

限り、職場単位の学習会やオルグ、YouTube配信をはじめ、ヤマ

場交渉当日（11月12日）には、現業職員協議会2024賃金確定闘

争勝利中央総決起集会を背景に、最重要課題について前進ある回答

を求め、組合員全員で意思統一をはかり、交渉に臨みました。

自治労組織内参議院議員
岸まきこ
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主な結果

①給料表は行政職との均衡を考慮し、人事院勧告による国の行（二）俸給
表の各号給の額に一定の率（100分の100.24）を乗じる額に引き上げの
ほか、更に２級、４級、５級の一部号給に100円加算

2年連続全世代の給料表引上げ

引上げ額 3,400円～27,500円（61歳以上 2,300円～19,200円）
再任用職員 3,300円～4,100円
②期末・勤勉手当

期末手当を0.05月分、勤勉手当を0.05月分引上げ
【再任用職員 期末手当 0.025月分、勤勉手当0.025月分引上げ】

年間 正規職員 ４．５ヶ月→４．６ヶ月
再任用職員 ２．３５ヶ月→２．４ヶ月

（１）賃金・諸手当について
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（２）人員・定数について

現業職員は原則退職不補充の方針を今後も継続するが

農業技術員については、正規職員の採用を検討する。

運転手については、一時的かつ時限的に、会計年度任
用職員による補充の対象とすることとする。具体的な採
用時期、人数等については、所属の意見を十分に聞きな
がら、速やかに検討する。
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退職者の増加

年間排出量の約59年分

30％前後で推移

奥能登地域で６．８％減

公共サービスに影響
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能登を一日でも早く笑いの絶えない
明るい日々を取り戻すため
皆様の引き続きのご支援よろしくお願いします。
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